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わが国酪農業は今、三つの危機に直面している。牛乳消費の構造的な減少と酪農経営
の収益性悪化、そしてWTOやFTAといった農産物貿易に関する交渉の行方である。以
下、雑駁ではあるが、このような危機をもたらしている背景や要因とその影響、及び解
決方策等について私見を述べながら、今後のわが国酪農業の展開方向を考えてみたい。
はじめに、第一の危機である牛乳消費の構造的減少についてである。跛行的であれ高

度経済成長期以降増加し続けてきたわが国の一人当たり牛乳消費量は、1990年代中頃を
ピークに減少へと転じ、直近では最盛期の3/4程度の水準にまで落ち込んでいる。これ
とわが国の社会がすでに人口減少局面に突入していることを併せ考えるならば、これか
らの牛乳市場の縮小は避けられそうにもない。この牛乳市場の縮小は、バターや脱脂粉
乳といった乳製品の過剰在庫をもたらし、ひいては生乳の需給調整を一段と厳しいもの
とすることは周知のとおりである。特に、市場が縮小均衡していく過程での需給調整は、
先行する米市場において端的にみられるように、至難の技である。
それではなぜ牛乳の消費が減少しているのであろうか。100年に一度と言われる大不

況が長引き、多くの消費財の需要が減退していることから、消費マインドの冷え込みが
作用していることは間違いあるまい。しかし、既往研究の所得弾力性や価格弾力性など
の値を見る限り、所得効果よりも競合関係にある他の飲料との代替効果の方が強く作用
しているのではないかと思われる。また、そこでは容器のサイズや形状などの利便性や
多様化する消費者の嗜好の変化といった、単なる相対価格の変化では捉えられない要因
も少なからず作用していると考えられる。
次に、第二の危機である酪農経営の収益性悪化についてである。先に述べたように牛

乳の消費が減退する一方で、近年生乳生産の費用は上昇し、搾乳牛１頭当たり純収益
（全国平均）は2005年度以降マイナスを記録している。これは搾乳牛頭数100頭未満の全
階層で確認されることから、今日のわが国酪農経営の大半において生乳の再生産が継続
出来ない状況にあることを物語っている。
それではなぜ純収益がマイナスになる構造となったのか。言うまでもなく、それは原

油価格の高騰や飼料価格の急騰に依るところが大であり、その先に投機マネーの暴走や
バイオエタノール需要の急増、旱魃による飼料穀物生産の壊滅的被害、新興国BRICsで
の穀物需要の増大、等々がある。ただし、それらはいずれも与件の変化と呼ばれる事態
であり、一個人としての酪農経営主には如何とも対処し難い外部環境の変化である。
そして、第三の危機であるWTO交渉やFTA交渉の行方についてである。これらも

また酪農経営主にとっては与件に属する事柄であるが、農産物貿易の国際交渉は第
一、第二の危機と異なり政治的裁量に委ねられることが多く、その意味では今後の
交渉の行方を重大な関心を持って注視していく必要がある。なぜならば、先行研究
のシミュレーションによると、交渉の結果国家貿易品目であるバターや脱脂粉乳が
重要品目から除外される事態となれば、豪州・N.Z.をはじめ米国やEUから安価な
乳製品がわが国へ大量に流れ込み、それにより北海道酪農及び同主要酪農地帯の地
域経済は壊滅的な影響を被り、さらには『牛乳の南北戦争』が再燃して都府県酪農
にも甚大な被害がもたらされるからである。
さて、これら三つに危機にどう立ち向かうべきか。順序は逆になるが、まず農産物貿

易交渉の行方から考えてみよう。ここでわが国酪農業が取り得るべき選択肢はさほど多
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くはない。一つは、乳製品の現行関税率水準を維持する戦略である。そのためには国際
交渉の『場』において輸入国グループの結束を一層強固なものとし、食料輸入国の主張
に多くの国々の理解と支持を取り付ける必要がある。しかし、現実的にはその実現可能
性は乏しい。いま一つは、国際交渉の結果如何にかかわらず、民主党の掲げる戸別所得
補償制度の酪農への早期導入を目指す戦略である。この選択肢にも財政負担の問題や戸
別所得補償による経営者マインドへの負の影響などといった問題があり、その実現まで
には二転三転の紆余曲折が予想されるものの、最終的には激変緩和措置として戸別所得
補償制度の導入を受け入れざるを得ないのではあるまいか。
次に、収益性の悪化についてであるが、先述したように酪農経営の収益性悪化の

主因が外生的与件の変化にあったことから、この問題についてもわが国酪農業の取
り得る選択肢は極めて限定的である。ただし、そこでは与件の変化が短期的な変動
か長期的なトレンドかを見極めることが肝要である。前者の場合には、国による助
成措置を含め様々なリスクヘッジを活用することが効果的である。それに対して後
者の場合には、経営者は自らその変化に適応し得るよう経営資源や経営組織そのも
のを組み替えていく必要がある。
このほかに収益性の改善に向けて経営規模を拡大する戦略も効果的である。なぜなら

ば、搾乳牛頭数100頭以上層では、資材価格がもっとも高騰した2008年度においてもプ
ラスの純収益を実現していたからである。このことは、かつて『ゴールなき規模拡大』
と揶揄された大規模酪農経営の追求が、今日なお依然として有効な経営発展戦略の一つ
であることを示唆していよう。
最後に、牛乳消費のＶ字回復方策について考えてみよう。低成長期以降に限ってみて

も、多くの先行研究でわが国の牛乳の所得弾力性と価格弾力性は１より小さく非弾力的
である。このため今後わが国の景気が回復したとしても牛乳消費の飛躍的な回復は望め
ないであろうし、また価格引き下げによる消費拡大もさほど期待出来そうにない。まし
てや巷間数多ある他の飲料に埋没している感のある牛乳である。その消費のＶ字回復の
実現には経済的要因とはまったく別の要因を訴求していく必要があろう。例えば、その
一つが牛乳の作り手である酪農家の想いであり、乳業メーカーの想いではないかと筆者
は考えている。それは所謂ワンツーマンマーケティングの実践であり、作り手と買い手
の共体感による感動の共有と、それを通じた新たな価値の創造である。そして、そのよ
うな作り手と買い手が共体感する最適な『場』が酪農教育ファームではなかろうか。も
ちろん酪農教育ファームを体験したからといって、すぐさま牛乳の消費が増加に転じる
わけではない。しかし、こだわりの牛乳乳製品を定期的に購入する顧客の中には作り手
との共体感による感動を保有し続ける者が少なくない。その意味で、牛乳消費のＶ字回
復には酪農教育ファームの普及・定着とさらなる発展が不可欠と考えられよう。わが国
で酪農教育ファームが本格的にスタートして未だ10年余り、その評価は長期的視点を要
することから今日なお定まらないが、わが国酪農の危機を救う最後の切り札として熱い
声援を送りたい。
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